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研究実績 

の概要 

【背景・目的】 

高齢化の進展とともに認知症高齢者は増加している．65 歳以上の認知症高齢者数は

2015年の 520万人から，2025年には約 700万人にまで増えるとされている．認知症高齢

者の増加とともに認知症による徘徊により行方不明になる者も増えており，2012 年には

9,607人であったのが，2016年には15,432人にまで増えた． 

現在日本では地域包括ケアシステムの構築を進めている．認知症になっても自宅で過ご

す方が今後も増加し続ける状況に鑑みると，家族だけでなく自治体や地域レベルにおける

徘徊対策が重要になってきたと言える．しかし，認知症による徘徊で行方不明になるケー

スの研究は十分に行われていない状況である．そこで本研究では，認知症が原因で行方不

明になった者の特徴について明らかにすることを目的とする． 

 

【方法】 

2014 年度と 2015 年度の 2 年間に A 県内で認知症によって行方不明になった者を対象

にする．A県では認知症による行方不明者を 2つの方法で把握している．一つ目はA県警

察に捜索願の届け出があった者である（2014年度と 2015年度を合わせて 2,084件）．二

つ目は A 県が A 県内の全市町村を対象に調査したものである（2014年度と 2015年度を

合わせて 1,057人）．本研究ではこの二つの方法によって把握した全ての者を対象にし，

行方不明者の特徴，行方不明時と発見時の状況，自治体での対応状況等について分析を行

った． 

 

 

※ 次ページに続く 
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【結果】 

認知症による徘徊で行方不明になった者は後期高齢者で，高齢者のみの世帯と独居世帯

の者が多く，96.9％が生存発見された．行方不明になってから 12 時間未満に発見された

ケースは 55.5％であった． 

警察に捜索願が出されてから発見までにかかった時間は，6時間未満が 65.4％あった．

行方不明時の場所や状況は自宅や移動中が多く，行方不明になってから警察に通報したの

は 74.6％であった． 

徘徊高齢者の発見は一般市民等が最も多く（39.9％），警察が 25.9％であった．行方不

明になった徘徊高齢者の中で地域での見守りネットワークに登録されていたものは 21.7

％であった． 

 

【考察】 

認知症によって行方不明になっても多くの者が生存発見されていたが，死亡するケース

もあった．高齢者のみの世帯や独居世帯において，自宅からや移動中にいなくなるケース

が多いため，早期発見可能な地域での見守り体制が重要であることが示唆された．今後は

早期発見につながる要因の探索や地域での見守り体制のあり方などについて検討する必

要があると考える． 
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